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参考資料   



第１ 業務運営の効率化に関する措置 

１ 効率的な業務運営体制の確立 
 （１）効率的な業務運営体制の確立 

○ 柔軟な組織体制と効率的な業務運営 
平成１８年度 
（１年目） 

平成１９年度 
（２年目） 

平成２０年度 
（３年目） 

平成２１年度 
（４年目） 

平成２２年度 
（５年目） 

組織体制 ・２研究所の統合 
・災害調査分析セン
ターの設置 

・３研究領域体制の
導入域体制の導入 

・国際情報・研究振興
センターの改組                   

・総務関連業務の清瀬
地区への一元化による
４名の人員削減の検討 

・総務関連業務の見直
しによる３名の人員削
減の検討 

効率的な業
務運営 

・業務会議等の設置 
・企画・総務部門の理
事長直属部門化  等 

・研究評価基準・個
人業績評価基準の
統一 
・ＴＶ会議システムの
導入 等 

・ 利益相反審査・管理

委員会規程、動物実
験審査委員会規程等
の整備 
・電子決裁システム導
入の検討 等 

・内部統制の確立及び
情報伝達の円滑化を
目的とした諸会議の見
直し 
・清瀬地区と登戸地区
のグループウェアの統
合、NACSIS-ILLへの
加入 等 

・両地区の一体的な調
査研究の推進 
・グループウェアの充
実、ＴＶ会議システム、
電子決裁システムの積
極的活用 等 

 
１ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (4.10)  Ａ (4.44)  Ａ (3.87)  Ａ (4.00)  Ａ (3.87)  Ａ (4.06) 

【評価項目１】 

H18 H19 H20 H21 H22 

 応募者数 17 24 20 58 17 

 採用者数 4 7 5 9 1 

○ 資質の高い人材の登用 
・ 研究者人材データベースへの登録等による資質の高い人材の確保 



第１ 効率的な業務運営体制の確立 

１ 効率的な業務運営体制の確立 
 （２） 内部進行管理の充実  

○ 研究管理システムの構築・充実 
 ・ 旧産業安全研究所、旧産業医学総合研究所の研究評価基準・個人業績評価基準

の統一 
 ・ 内部研究評価：すべての研究課題を対象に、事前・中間・事後の研究評価（年２回） 
 ・ 外部研究評価：重点研究課題を対象に、事前・中間・事後の研究評価（年１回） 
 ・ 研究討論会（所内）、特別研究報告（ＳＲＲ）の刊行 
 
○ 研究実施状況の把握 
 ・ 研究企画調整部による研究実施状況の一元的かつ定期的な把握と業務への反映 
 
○ 個人業績の評価 
 ・ 研究業績、対外貢献・所内貢献について、公平かつ適正な評価 ー 昇格・昇給、

表彰等に活用 
   

２ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (4.30)  Ａ (4.33)  Ａ (3.87)  B (2.83)  Ａ (3.75) Ａ (3.82) 

【評価項目２】 



第１ 効率的な業務運営体制の確立 

１ 効率的な業務運営体制の確立 
 （３） 業務運営の効率化に伴う経費節減（その１） 

 ○ 経費節減 

  ・  随意契約の見直し（随意契約は５件、３，６００万円 
  まで減少） 
  ・  省エネルギー対策の推進（光熱水料が対20年度 
  比で △22.5％） 
  ・  業務・システムの最適化（TV会議システムの導入、 
   グループウェアの統合、図書館相互貸借サービス 
   の加入等） 
 ○ 競争的資金・受託研究等の獲得  
 ・ 競争的資金 ２７件、７,８３０万円／年度（平均） 
 ・ 受託研究   １０件、９,9１３万円／年度（平均） 
○ その他の自己収入 
 ・ 施設貸与、特許実施料等の自己収入   
   
    

 
  

 
    

 
３ 

随意契約の件数及び金額  

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.90)  Ａ (3.67)  B (3.37)  A (4.33)  S (4.50) Ａ (3.95) 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

合計額（千円） ９２４ １，０５４ １，９７５ １，８９１ ８３５ 

【評価項目３】 



第１ 業務運営の効率化に関する措置 

２ 効率的な研究施設・設備の利用 

○ 使用状況の把握と効率的な利用 
 ・ 環境試験室の清瀬地区への集約、病理実験室の統合等 
 ・ 施設の小型化、省電力型設備の導入（低温実験室等） 
 ・ 外部専門家による省エネ診断の実施、研究棟別の光熱水量の管理 
 ・  施設管理担当者による施設利用状況のモニタリング 
   
○研究施設・設備の共同利用、有償貸与 
 ・ 有償貸与施設等の定期的見直し、貸与料 
  の適正化、広報の促進 
 ・ 大学、企業等との共同研究の推進、若手 
  研究者等の受入れによる施設の有効利用 
 
  
 
    
 
      
  
                                     
 
 
 
                  
 
 
 
 
 
 
 
             

 
４ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.70)  B (3.33)   A (3.50)  A (3.50)  Ａ (3.75) Ａ (3.56) 

     

【評価項目４】 

    共同研究課題数及び若手研究者等の受入れ数 



 
５ 

１ 労働現場ニーズの把握と業務への反映 【評価項目５】 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (4.10)  Ａ (4.33)  A (4.37)  A (3.83)  A (3.75) A (4.08) 

○ 労働現場ニーズの把握と業務への反映 
 ・ 労働安全衛生重点研究推進協議会の設置、＜労働安全衛生分野の研究戦略：３

重点領域２２優先課題＞の策定・公表 
 ・ 業界団体等との意見・情報交換会 
 ・ 産業医科大学等との研究交流会、客員研究員・ 
   フェロー研究員研究交流会 
 

○ 行政施策の実施に必要な調査研究 
 ・ 厚生労働省との定期的な意見・情報交換会の開催 
 ・ 行政からの要請に基づく行政支援研究の実施 
 

○ 学会等への積極的な参加 
 ・ 国内外の学会等への参加を 
   通じたニーズ把握 
  
  

客員研究員・フェロー研究員 
研究交流会の様子 

    国内外の学会への研究員の参加人数 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ H２２ 

国内学会への参加人数 184 205 322 245 201 

国外学会への参加人数 58 72 62 38 58 

合計 242 277 384 283 259 



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

2 労働現場のニーズ及び行政ニーズに沿った調査及び研究の実施 
 （１） プロジェクト研究 【評価項目６】 

 
 

 
６ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (4.30)  Ａ (3.67)  A (4.12)  A (3.83)  Ａ (3.75)  Ａ (3.93) 

○ プロジェクト研究の拡充 
 ・ 中期計画に基づく５分野２６課題のプロジェクト研究を実施 
 ・ 平成１９年度からは、政府の長期戦略指針「イノベーション２５」に基づく研究と 
  して５課題を、平成２０年度からは、世界保健機関（ＷＨＯ）の「労働者の健康増 
  進に関するＷＨＯアクションプラン（ＧＯＨＮＥＴ研究）」として３課題を実施 
   
○ 重点的な資金・研究員の投入 
 ・ 研究費総額の７７％、延べ人員で 
  ８６人／年度を投入（平均） 
 
  
 
    
 
      
  
                                     
 
 
 
                  
 
 
 
 
 
 
 
             

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ H２２ 
 

プロジェクト研究 
 

１２ 
 

１３ 
 

１１ 
 

１２ 
 

１０ 
 

 
イノベーション25研究 

 
－ 

 
５ 

 
５ 

 
４ 
 

 
３ 

 
GOHNET研究 

 
－ 

 
－ 

 
３ 

 
３ 

 
３ 

プロジェクト研究等への資金等の投入比率 

プロジェクト研究等の課題数の推移 



 
７ 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

○  長期的な視点に立った基盤的研究の
実施  

 ・  長期的視点から労働安全衛生上必
要とされる基盤技術を高度化するため
の研究、将来のプロジェクト研究の基
盤となる萌芽的研究等として実施  

 
 ・  調査研究への重点化を図るため、関

連する研究課題の統合等により、課題
数を絞り込み  

     
  
  
 
  
  
 ・  プロジェクト研究等と同様、事前・中

間・事後の内部研究評価を実施  
 
  
    
  

２ 労働現場のニーズ及び行政ニーズに沿った調査及び研究の実施 
 （２） 基盤的研究 【評価項目７】  

プロジェクト研究に継続される基盤的研究の例 

萌芽的研究 

放電により発生する
電磁パルスの検出技

術に関する研究       
（Ｈ１７～Ｈ２０） 

プロジェクト研究： 初期放電の検出による静電気火災・爆発災害
の予防技術の開発（H22 年度開始） 

着火性放電

金属容器内の放電
モニタリング

運転可

輸送速度を
低下

運転中

放電
Yeｓ No

Yeｓ
No

次期プロ研

運転中

放電

運転不可

爆発・火災

現状

構築するシステム

達成目的 ： ロールコーティング工程、粉体輸送等の狭隘な場所で

発生する着火・爆発、電子機器の誤作動を起こす可能性のある放
電の初期放電をモニタリングして爆発・火災を防止するシステムを
構築する。 

着火爆発を誘発す
る放電現象の解明
（Ｈ２０～Ｈ２１） 

汎用形防爆構造
除電器の開発   
（Ｈ２０～Ｈ２１） 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.80)  Ａ (3.67)  B (3.37)  B (3.33)  Ａ (3.75) Ａ (3.58) 

  
  

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

課題数 ８３ ６８ ６５ ６１ ４８ 

基盤的研究の課題数 



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

 

 ・ 平成１８年度の２研究所統合時に、産
業安全と労働衛生の両分野の専門
家からなる人間工学・リスク研究グ
ループを発足 

  

  ・ 平成１９年度に２研究所体制を廃止
し、安全研究領域、健康研究領域及
び環境研究領域の３研究領域体制に
移行 

 
 ・ 清瀬地区に人工環境室を設置し、両

地区の研究員が学際的研究を進め
る環境を整備 

  

 ・ 内部・外部研究評価において、学際
的な視点からの評価を実施 

  
 
 
 
 
 

３ 学際的な研究の実施 【評価項目８】 

 
８ 

○学際的な研究体制の整備 ○学際的な研究例 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.90)  Ａ (3.89)  A (3.87)  B (3.00)  Ａ (3.75)  Ａ (3.68) 

 
［プロジェクト研究］ 
  ・ 第三次産業小規模事業場における安全衛生リ

スク評価法の開発に関する研究（Ｈ１９～Ｈ２１）  
  ・ 危険・有害物規制の調和のための統一的・有害

性評価体系の構築に関する研究（Ｈ１９～Ｈ２１） 
 
［厚生労働科学研究費採択研究］ 
  ・ 加齢に伴う心身機能の変化と労働災害リスクに

関する研究（Ｈ２１～Ｈ２２） 
  ・  交通労働災害防止のための安全衛生管理手法

の高度化に関する研究（Ｈ１７～Ｈ２０） 
 
［基盤的研究］ 
 ・   腰痛に係る研究を産業安全と労働衛生の両分

野の研究者が共同で実施 
 ・   高年齢労働者の階段における転倒死亡災害に

対する労働災害調査を実施し、報告書を行政に
提出 など 

 
 
 

  
  



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

 
  ○ プロジェクト研究等への重点化 
    労働現場のニーズ、社会的・経済的意義等の

観点から、基盤的研究を見直し、プロジェクト研
究等へ重点化 

 
 
 
 
    

  
   

 
 
 
 
   

４ 研究項目の重点化 【評価項目９】 

○ 数値目標の達成状況 
   研究課題の重点化に取り組んだ結果、基盤的 

  研究の年平均課題数は、前中期目標期間に比べ、 

  36.5％の減少となり、中期計画の数値目標20％減を 

  大幅に上回った。 

※ 前期中期目標期間中の基盤的研究の年平均課題数は１０２課題 

 
９ 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 
プロジェクト研究 １２ １３ １１ １２ １０ 

イノベーション25 － ５ ５ ４ ３ 

ＧＯＨＮＥＴ研究 － － ３ ３ ３ 

基盤的研究 ８３ ６８ ６５ ６１ ４８ 

基盤的研究の全研究課題に占める割合の推移 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.60)  Ａ (3.89)  A (3.50)  A (3.66)  Ａ (4.12) Ａ (3.75) 

仮設構造物の性能評価に関する基礎的研究 

基盤的研究の統合 （高度化、効率化） 

プロジェクト研究等への重点化          
（災害発生状況、社会的要請に対応）  

不均一系の暴走反応シミュレーション 

セミバッチ反応系での分散状態の評価 

研究課題の統合、削減 

労働者の睡眠健康を改善するための方策に関する研究 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
研
究
等
へ 

静電気塗装作業時の静電気による着火爆発防止に関する研究 

○ 基盤的研究の削減例 

 
 
  
 
    
 
      
  
                                     
 
 
 
                  
 
 
 
 
 
 
 
             

仮 設 構 造 物 の 性 能 評 価 に 関 す る 基 礎 研 究 



  外部・内部研究評価結
果については、研究課題
の採否、研究計画の見
直し、予算配分の増減
等に反映 

 
  評価結果は、さらに、

昇進・昇格、優秀研究者
表彰・若手研究者表彰
等にも反映させ、研究員
のモチベーションの維
持・向上を推進 

 
  外部研究評価結果を

ホームページで速やか
に公表 

  
 

  
  

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

５ 研究評価の実施 【評価項目１０】 

 
１０ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.50)  Ａ (4.22)  A (3.50)  B (3.00)  Ａ (3.75) Ａ (3.59) 

 ○ 内部研究評価の実施 
 ・ 内部・外部研究評価基準及び個人業績評価基準を平成18

年度に統一し、平成19年度から同一の基準による内部研
究評価及び個人業績評価を開始。平成21年度から、すべ
ての研究課題について、事前・中間・事後の評価を実施。 

 ・ 内部研究評価、個人業績評価は、公正に行うため各部長、
領域長、役員等の多面的評価を実施。 

 ○ 外部研究評価の実施 
 ・ 平成18年度に評価基準を統一し、すべてのプロジェクト研

究等に係る事前・中間・事後評価を実施 
   
  
  

 
 
  
 
    
 
      
  
                                     
 
 
 
                  
 
 
 
 
 
 
 
             



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

 ○ 国内外の基準制定・改定への貢献 
   ・ ＩＳＯ、ＩＥＣ、ＯＥＣＤ、ＪＩＳ等の国内外の基準

の制定・改定に関する委員会へ研究員を派
遣し、知見・研究成果等を提供することにより、
基準の制定・改定等に貢献 

 
 
 
  
             
 
   

 
 
 
 

 
   
 
 

    
 

6 成果の積極的な普及・活用 
 （１） 国内外の基準制定・改訂への科学技術的貢献 【評価項目１１】 

  
・ 行政からの要請等に基づき、法令・告示等の技     
 術基準の基礎となる科学的知見、研究成果等を     
 提供 

 
1１ 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

役職員数 ２５ １８ ２２ ２０ ２１ 

委員会等の
件数 

６２ ３５ ６１ ７０ ７０ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

S (4.80)  Ａ (4.22)  A (3.75)  A (4.00)  A (4.00) A (4.15) 

   法令等の技術基準の制定・改定に 
  直接的な貢献を行った。 

 
法令改正事項とその基礎となった主な研究課題 
 
［平成18年度］ 
   ・労働安全衛生法施行令の一部改正及び石綿障害予防規

則等の一部改正（石綿製造、取扱等の全面禁止、建築物解
体工事における石綿ばく露防止措置の充実等） 

   ＜石綿ばく露関連職種に関する研究＞ 
［平成19年度］ 
  ・ 労働安全衛生規則及び粉じん障害防止規則の一部改正(ト

ンネル建設工事における粉じんばく露防止対策、健康管理
措置等の充実) 

   ＜粉じん障害防止対策の課題と方向性について＞ 
［平成20年度］ 
  ・ 労働安全衛生規則の一部改正（足場等からの墜落防止措

置の充実） 
   ＜足場からの墜落防止措置に関する調査研究＞ 
［平成21年度］ 
  ・ 労働安全衛生規則の一部改正（胸部エックス線検査等の対

象者の見直し） 
     ＜胸部エックス線検査を実施すべき対象者の範囲に関する調

査研究> 
［平成22年度］ 
  ・ 労働安全衛生規則の一部改正、動力プレス機械構造規格

等の一部改正（プレス機械等の安全対策の充実） 
   ＜プレス作業を対象とした安全技術の高度化に関する研究＞ 
 
      
                                      
                  
                
 

 
 
  
 
    
 
      
  
                                     
 
 
 
                  
 
 
 
 
 
 
 
             



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

６ 成果の積極的な普及・活用 
 （２）原著論文、学会発表等の促進 【評価項目１２】 

  ○ 論文・学会発表等の促進 
  ・中期目標を上回る水準で講演・口頭発表、論文発

表等を実施 

   中期目標期間中の累積実績は、講演・口頭発表等
が1,775件で、数値目標1,700件の104％、論文発表
等は1,705報で、数値目標850報の201％と目標を上
回る実績を達成 

        

  
   

 ○ 受賞等 
  ・ 優れた論文の発表や学術的な貢献により、

多数の研究員が学会賞等を受賞（計２７件）   
 
   
  
   

 
１２ 

○ 論文の被引用件数 
 ・ 平成１９年度から平成２１年度までの３年間

に発表された論文のうち、他論文への引用
件数が１０件を越えたものは、数値目標の 
１０報を上回る１２報 

   
（引用件数の多い論文の例） 
 
引用件数１７件（Ｈ２３年３月３１日現在。以下同じ）  

Nobuhiko Miura and Yasushi Shinohara (2009) Cytotoxic effect and 
apoptosis induction by silver nanoparticles in HeLa cells , Biochemical 

and Biophysical Research Communications 390(3), 733-737 
引用件数１３件 

Fumiharu Togo, Eiji Watanabe, Hyuntae Park et al (2008) How Many 
Days of Pedometer Use Predict the Annual Activity of the Elderly 

Reliably?, Medicine & Science in Sports & Exercise  40(6), 1058-1064  

 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

S (4.80)  S (4.56)  S (4.50)  A (4.16)  S (4.87) S (4.58) 

  
  

  H18 H19 H20 H2１ H22 

講演・口頭発表等 388 369 319 354 345 

論文発表等 241 333 347 381 403 

 うち 原著論文 (83) (82) （12７） （84） （81） 

 うち 原著論文に準ずる学会発表の出版物 (36) (81) （39） （31） （44） 

 うち 著書 (20) (30) （17） （24） （30） 

 うち 行政報告書等 (34) (41) （67） （83） （102） 

 うち その他の専門家向け出版物等 （68） （99） （97） （159） （146） 



 
 １３ 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

６ 成果の積極的な普及・活用 
 （３） インターネット等による研究成果情報の発信 【評価項目１３】 

 研究所ＨＰ 
（21年度にデザイン 

を一新）  

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.60)  S (4.56)  S (4.62)  S(4.50)  S (4.62) Ａ (4.38) 

  
  

 

   ○インターネット等による研究成果情報の発信 
    ・ 国際学術誌「Industrial Health」や和文学術誌「労働    
    安全衛生研究」、特別研究報告等の掲載論文を、研究所 
    ホームページに公開。前記2学術誌については、J-Stage

（科学技術情報発信・流通統合システム）上でも公開 
   ・ 研究所ホームページへのアクセス件数は大幅に増加 
     し、平成22年度は平成18年度の4倍の448万件を達成 
 

 
 
    
   ・ 年報を毎年発行し、関係機関に配布。平成19年度から  
    は、安衛研ニュース（メールマガジン）を毎月配信 
   ・ プロジェクト研究等の研究成果を取りまとめた特別研  
    究報告（SRR）を毎年刊行し、研究所ホームページで公    
    表。また、研究成果を基に、技術指針、安全資料等を刊  
    行し、関係業界等へ配布、研究所ホームページで公表 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

ホームページへの
アクセス件数(万件)  114 154 340 307 448 

 （技術指針・安全資料） 
 ［平成18年度］ 
技術指針(TR)-No.39(工場電気防爆指針―ガス蒸気防爆2006) 
技術指針(TR)-No.40(工場電気防爆指針―国際規格に整合した技術
的基準対応2006) 
技術指針(TR)-No.41(安全靴・作業靴技術指針) 
安全資料(SD)-No.22(移動式クレーンの安定設置に必要な地盤の支持
力要件) 
安全資料(SD)-No.23（つり足場用つりチェーンの強度） 
［平成19年度］ 
技術指針(TR)-No.42(静電気安全指針2007) 
［平成20年度］ 
技術指針(TR)-No.43(工場電気防爆指針―国際規格に整合した技術
指針2008) 
［平成21年度］ 
安全資料(SD)-No.24（ＩＣＴを活用した安全衛生管理システム構築の手
引き） 
安全資料(SD)-No.25（感電の基礎と過去30年間の死亡災害の統計） 
［平成22年度］ 
安全資料(SD)-No.26（大型建設機械の不安定性と転倒防止のための
安全要件） 
安全資料(SD)-No.27（食品機械を対象とした労働災害分析） 
安全資料(SD)-No.28（機械サーボプレスの急停止期間の決定方法に
関する研究） 



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

  ○ 安全衛生技術講演会等の開催 
   ・ 研究成果を分かりやすく国民に普及するため、安全

衛生技術講演会を毎年3回（平成19年度においては、

追加開催を含め4回）開催 
   （テーマ） 
   ［平成18年度］機械を安全に設計・管理するために 
   ～機械安全の原則と技術～ 
   ［平成19年度］化学物質等による労働災害を防止するために 
   ～化学物質等の管理に関する最近の研究成果を中心として～ 
   ［平成20年度］建設業の労働災害防止に関する安全衛生研究の

現場への応用 
   ［平成21年度］労働安全衛生分野におけるリスクアセスメント 
   ［平成22年度］厳しい経済状況下における労働安全衛生 
 ～働く人の命と健康を守る～ 
 

  ・ 毎年、労働安全衛生分野の研究戦略の普及を目的と

した労働安全衛生重点研究推進協議会シンポジウムを

開催するとともに、他の機関との共催による講演会等を

3回以上開催 

６ 成果の積極的な普及・活用 
 （４） 講演会等の開催 【評価項目１４】 

安全衛生技術講演会 

  ○研究所の一般公開等 
    毎年４月に、清瀬地区 
   及び登戸地区において一 
   般公開を実施し、参加者数 
   は年平均で２８３人。 
    大学や民間企業、各種機 
   関・団体等からの見学希望 
   にも随時対応 
  
 
  
 
 
 
 
   
 
  
           

 
１４ 

講演会等の名称 
（Ｈ２２年度開催回数） H18 H19 H20 Ｈ２１ Ｈ２2 

安全衛生技術講演会（３回） 615 839 420 559 611 

労働安全衛生重点研究推進協議会シ
ンポジウム（１回） 

193 169 121 232 247 

一般公開（２回） 299 255 298 278 328 

他機関と共催した講演会等（３回） 253 442 250 381 267 

合計 1,360 1,750 1,089 1,450 1,453 

講演会等への参加者数 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

S (4.50)  Ａ (4.11)  A (3.62)  A (3.50)  Ａ (4.37) Ａ (4.02) 

  
  



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

６ 成果の積極的な普及・活用 
 （５） 知的財産の活用促進 【評価項目１５】 

○知的財産の活用促進 
・ 評価要素に「特許・実用新案等の出願」を挙げると
ともに、特許に精通した担当者に相談対応に当たら
せる等、特許取得に向けた組織的な取組を推進。こ
の結果、海外特許を含め、１６件の新規特許を登録 
 
・ 知的財産の有効活用を促進するため、登録特許
すべてについて、研究所ホームページにその名称、
概要等を公表するとともに、特許権のうち実施予定の
ないものについては、特許流通データベースへ登録 

 
１５ 

車椅子用転倒衝撃吸収装置 
    （欧米特許）  

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.60)  B (3.33)  A (3.87)  A (3.66)  Ａ (3.75) Ａ (3.64) 

新規登録特許 
［平成18年度］5件 
・涙液蒸発量測定 
・移動式クレーンにおける転倒防止方法及び転倒防止手段 
・横吊りクランプ 
・補強部材を用いた斜面補強の設計支援方法及びその装置 
・異種多重シール装置 
［平成19年度］4件 
・タワークレーンの耐震支持装置 
・センサ装置及び安全装置 
・電界測定装置及び電界測定法 
・クレーンにおける電撃軽減方法およびその装置ならびに電撃軽減
機能を備えたクレー ン 
［平成20年度］1件（うち欧州特許1件） 
・車椅子転倒衝撃吸収装置 
［平成21年度］3件 
・重機用接触衝撃吸収装置 
・斜面保護擁壁の施工及び擁壁築造ユニット 
・斜面保護擁壁の施工方法 
［平成22年度］3件 
・丸鋸システム 
・送風型除電電極構造及び 
送風型除電電極装置  
・車椅子用転倒衝撃吸収装置  

  
  

H18 H19 H20 Ｈ21 H22 

研究所扱い 
登録特許 30（5） 32（4） 33（1） 35（3） 38(3) 

特許出願中 19（0） 18（2） 16（0） 12(1) 7(2) 

TLO扱い 

特許出願中 6（3） 5（2） 7（2） ７（０） 3(1) 

意匠出願中 3（1） 1（1） 0（0） ０（０） 2(2) 

意匠登録 3（1） 3（1） 4（1） ４（０） 4(0) 

特許実施料 
件数 4 1 1 １ 2 

金額（千円） 328 218 512 505 0 



 
１６ 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

７ 労働災害の原因の調査等の実施 【評価項目１６】 

   ○ 労働災害の災害調査等の実施 
   ・ 厚生労働省からの依頼等に基づき、災害調査を実

施するとともに、刑事訴訟法に基づく鑑定等や、労災

保険給付に係る鑑別等を実施し、それぞれ依頼元に

対して報告書を提出 
   ・ 平成20年度から、災害調査の依頼元である労働基

準監督署等に対して、災害調査報告書の活用状況等

に関するアンケート調査を開始。「災害の再発防止の

ための指導や送検・公判維持のための資料として役だ

った」とする割合は、平成20年度が88％、平成21年度

が87％、平成22年度が85％と高水準を維持 
 

  ○ 災害調査等の体制の整備 
   ・ 平成18年度の旧2研究所統合時に、新たに労働災

害調査分析センターを設置。労働安全衛生分野全般

の災害調査、鑑定・鑑別等を実施できる体制を整備 
   ・ 同センターにおいては、災害調査を迅速かつ的確

に実施する観点から、対外的・対内的な調整及び支援

を実施。また、災害調査の質の向上及び情報共有を目

的として、年2回、災害調査報告会を開催 
 

H18 H19 H20 Ｈ２１ Ｈ２２ 

災害調査 12 20 14 １９ １５ 

刑事訴訟法に基づく鑑定等 12 19 14 １８ １７ 

労災保険給付に係る鑑別・鑑定 12 9 6 １７ １２ 

行政機関からの依頼調査 1 3 1 ０ ０ 

 ［肺組織内の石綿の鑑定］ 
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分析 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

S (4.70)  Ａ (4.44)  A (4.37)  S (4.66)  S (4.50) S (4.53) 

  
  



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

８ 国内外の労働安全衛生機関等との協力の促進 
 （１） 労働安全衛生分野の研究の振興 【評価項目１７】 

○ 労働安全衛生分野の研究の振興 
・ 研究成果等を基に、「職場におけるナノマテリアル取扱い関連
情報」など国内外の技術、制度等に関する情報を関係機関に提
供するとともに、研究所ホームページで積極的に公開 
  
・ 平成18年度の旧2研究所統合時に、新たに国際情報・労働衛
生研究振興センター（現 国際情報・研究振興センター）を設置 
 

○ 労働安全衛生重点研究推進協議会 
・ 労働現場における安全衛生上の課題・問題点、研究機関が実
施すべき調査研究等を明らかにするために、平成19年度に新た
に「労働安全衛生重点研究推進協議会」を設置した。同協議会に
おいては、労働衛生分野に関して平成12年に策定した労働衛生
研究重点研究領域・優先課題を見直した結果と、新たにとりまと
めた産業安全分野の重点研究領域・優先課題とを統合し、平成
22年10月に今後おおむね10年間に我が国が推進すべき労働安
全衛生分野の研究戦略として３重点領域と２２優先課題を策定し、
公表 
 
・ 労働安全衛生重点推進協議会の普及活動として、毎年1回、シ
ンポジウムを開催 

労働安全衛生重点研究推進協議会シンポジウム 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２0 Ｈ２1 Ｈ２２ 

投稿数 １０９ １２７ １７６ ２２３ １８６ 

掲載論文数 ９７ １１０ ８３ ９４ １０６ 

インパクトファクター ０.９１ ０.７９ ０.７５ １.２２ ０.９５ 

 
１７ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

S (4.50)  S (4.67)  A (4.37)  A (4.16)  A (3.87) A (4.31) 

○ 学術誌等の発行 
・ 国際学術誌「Industrial Health」を平成18年度は年4回、平成
19年度以降は年6回発行。平成18年度末にJ-Stage（科学技術
情報発信・流通統合システム）で全掲載論文の無料閲覧を開始 
 
 
 
 
 
 
・ 平成20年から、新たに和文学術誌「労働安全衛生研究」を年
2回刊行し、研究所ホームページで公表するとともに、国内の関
係機関に配布。平成21年度からは、同誌の掲載論文について
も、J-Stageで公開 

  
  



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

８ 国内外の労働安全衛生機関等との協力の促進 
 （２） 労働安全衛生分野における国内外の若手研究者等の育成への貢献 【評価項目１８】 

・ 日本学術振興会外国人特別研究員や厚生労働科学研究費
補助金によるリサーチレジデント、さらには共同研究等の実施
を通じた内外の若手研究員の受入れ、研究指導を実施 
 
・ 労働政策研究・研修機構労働大学校の産業安全専門官・労
働衛生専門官研修、ＪICA（国際協力機構）プロジェクトのカウ
ンターパート研修等の研修生を受入れ、最新の労働災害防止
技術等について講義等を実施。また、都道府県労働局が実施
する技術研修、労働災害防止団体が行う安全衛生大会等に対
し、講師として多数の研究員を派遣 

 
１８ 

若手研究員等受入れ数の推移 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (4.40)  Ａ (4.33)  B (3.75)  Ａ(4.16)  Ａ(4.25) Ａ(4.18) 

○ 労働安全衛生分野における国内外の若
手研究者等の育成への貢献 
・ 長岡科学技術大学等7大学院との間で、客員教授等の

派遣（研究・教育指導）、大学院生の受入れ（研究指導）等

を通じた教育・研究支援を実施。また、上記7大学院以外の

大学・大学院についても、非常勤講師等の派遣、共同研究

の実施を通じた大学院生等の受入れを実施 

協定先 H18 H19 H20 H21 H22 

連携大学院協定に基
づく客員教授等 21 21 20 17 13 

連携大学院協定に基
づく研究生等受入人数 2 10 6 4 7 

若手研究者等の受入
人数 29 35 43 53 75 

非常勤講師等の支援
機関 16 17 23 24 22 

非常勤講師等の支援
人数 11 28 29 28 30 

  
  

協定先 協定締結日 協力状況 

国立大学法人長岡技術科学大学 H16. 9.15 客員准教授１名 

日本大学大学院 理工学研究科 H16.12. 8 客員教授1名 

国立大学法人大阪大学大学院 H17. 3. 1 招聘准教授1名 

神奈川工科大学 H18. 4. 1 
客員教授1名 

連携准教授2名 

東京都市大学（旧武蔵工業大学） H18. 9.15 客員教授2名 

北里大学医療系大学院 H18.10. 1 
客員教授３名 

客員准教授３名 

国立大学法人三重大学大学院 H18.11. 1 
連携教授2名 

連携准教授3名 



第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

８ 国内外の労働安全衛生機関等との協力の促進 
 （３） 研究協力の促進 【評価項目１９】 

   ○ 研究協力協定の締結 
    ・ 米国立労働安全衛生研究所（ＮＩＯＳＨ）等12の大 

     学・研究機関との間で研究協力協定を締結し、同 

     協定に基づく共同研究や研究員の派遣・受入れを 

     推進  

   ○ 大学、企業等との研究交流 

    ・ 産業医科大学産業生態科学研究所との研究交流 

    会を毎年開催するとともに、研究協力協定を締結した 

    大学・研究機関との共同研究、研究交流を推進 

        ・ フェロー研究員（平成22年度末現在39人）、客員研   

         究員（同16人）を委嘱し、客員研究員・フェロー研究員 

    研究交流会の開催等により研究情報を交換 
 

           ○ 中期計画の数値目標の達成状況 
    ・ 外部機関との研究交流を推進した結果、若手研究 

    員等の派遣・受入れ数は平成22年度90人、5年間の 

    年平均で63人を達成。（数値目標：年20人以上） 

     

協定先 協定締結日 

国立労働安全衛生研究所（NIOSH）（米国）   H13.6 

釜慶大学校工科大学（韓国） H13.8 

産業安全保健研究院（OSHRI）（韓国）  H13.11 

安全衛生研究所（HSL）（英国） H13.11 

国立安全衛生研究所（INRS）（フランス） H14.4 

ソウル科学技術大学（韓国） H14.9 

中国海洋大学（中国） H15.9 

ラフボロー大学（英国） H18.11 

忠北大学（韓国） H20.3 

マウントサイナイ医科大学（米国） H20.7 

ローベル・ソウベ労働安全衛生研究所（カナダ） H21.2 

コネチカット大学（米国） H21.８ 
 

１９ 
 

   

   

 
 
 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (4.30)  Ａ (4.44)  A (4.00)  A (3.83)  Ａ (4.25) Ａ (4.16) 

  
  

研究協力協定の締結 

・ 研究員が研究代表者であるプロジェクト研究等及 

 び科研費研究のうち、研究所外との共同研究によるも 

 のは、40%前後の水準を維持（数値目標：15%以上） 



 
２０ 

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する措置 

９ 公正で的確な業務の運営 【評価項目２０】 

H18 H19 H２０ H2１ H2２ 

審査件数 17 15 1０ 33 ４２ 

うち承認 5 11 ３ 11 １６ 

うち条件付き承認 9 3 ６ 13 1７ 

うち変更勧告 3 - １ 4 ６ 

うち不承認 - 1 - 5 ３ 

研究倫理審査委員会の審査結果 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.50)  Ａ (3.56)  B (3.25)  Ａ  (3.50)  Ａ  (3.62) B (3.49) 

○ 公正な業務運営を確保するための取組 
 ・  研究倫理審査規程の改正及び外部委員を含む研究倫理審査委員会の開催 

 ・  動物実験指針及び動物実験委員会規程等の制定並びに動物実験委員会の開催 

 ・  科研費補助金等取扱規程等の整備及び内部監査の実施 

 ・  研究所運営等に関する研究所内外からの意見等の募集 

 ・  就業規則の改正及びセクハラ、コンプライアンス等各種の職員研修の実施 
 

○ 情報セキュリティの確保・情報公開 

 ・  情報セキュリティポリシー及び同管理規程 
  の制定による情報セキュリティ対策の推進 
 ・ 独立行政法人通則法に基づく資料の公表 
  のほか、調達・契約関係資料等をホームペ 
  ージで公表 

 

 

 

 
 

  
    
 

 
 
 

 
  



第３ 財務内容の改善に関する事項 

１ 運営交付金以外の収入の確保 【評価項目２１】 

 
 

  

H18 H19 H20 H2１ H22 

競争
的資
金の
導入 

件数 30 27 2９ 2６ ２３ 

金額 
（千円） 

104,937 78,823 85,064 79,200 
 

43,470 

受託
研究
等 

件数 11 5 8 12 14 

金額 
（千円） 

24,790 18,627 57,370 125,204 269,647 

合計金額（千円） 129,727 97,450 142,434 204,40４ 313,117 

H18 H19 H20 H21 H22 

施設貸与 件数 3 2 4 4 4 

金額（千円） 552 148 699 728 567 

著作権料 件数 3 3 3 4 2 

金額（千円） 44 688 764 659 268 

特許実施料 件数 4 1 1 1 2 

金額（千円） 328 218 512 505 0 

合計金額（千円） 924 1,054 1,975 1,891 835 

 
２１ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.90)  B (3.44)  A (4.25)  A (4.33)  A (4.37) A (4.06) 

○競争的資金、受託研究の獲得 
 ・ 科学研究費補助金等競争的資金の 
 導入及び民間企業等からの受託研究 
 の積極的な獲得 
 
［数値目標］ 
 競争的研究資金、受託研究等につい 
て、5年間の年平均で37件（数値目標： 
年30件以上）を獲得 
 

○ 自己収入の確保 

 ・  研究施設・設備等の有償貸与の促進、 
  特許等知的財産の活用による自己収 
  入の確保 

 

 

 
 

  
    
 

 
 
 

 
  



第３ 財務内容の改善に関する事項 

２ 予算、収支計画及び資金計画 【評価項目２２】 

 
２２ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.80)  Ａ (3.56)  A (3.62)  A (4.00)  Ａ (3.75) Ａ (3.75) 

○ 予算、収支計画及び資金計画 
 ・ 中期計画に基づく予算を作成し、当該予算の範囲内で予算を執行 
 
 
○ 経費の節減 
 ・ 一般競争入札の徹底、優先順位の高い施設整備等の検討、電気の一般競争入札 
  による調達や省エネ等に伴う光熱水料の節減 
 ・ 仕様書の見直しや入札公告の厚生労働省掲示板への掲示等による１者応札の割 
  合の大幅な削減 
 

○ 数値目標の達成状況 
 ・ 中期目標期間に数値目標を大きく上回る削減率を達成（対平成17年度比） 
   人件費（総人件費改革の取組状況）   実績：△２０．４％ （数値目標： △５％） 
   一般管理費（人件費を除く。）        実績：△３９．８％ （数値目標：△１５％） 
       業務経費（人件費を除く。）                 実績：△３０．１％ （数値目標： △５％）  
 

 
 
   
 

 
 
 

 
  

H18 H19 H20 H21 H22 

 予算額（千円） 2,477,514 2,513,724 2,516,303 2,535,703 2,075,209 

 決算額（千円） 2,374,127 2,444,026 2,395,489 2,222,748 1,908,592 



第６ その他業務運営に関する事項 

１ 人事に関する計画 【評価項目２３】 

 
２３ 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (4.00)  Ａ (4.22)  B (3.37)  A (3.66)  Ａ (3.62) Ａ (3.77) 

○ 方針 
 ・ 公募による任期付き研究員採用の原則化 
 ・ 資質の高い人材を登用するための取組 
   研究者人材データベース（JREC-IN）及び大学病院医療情報ﾈｯﾄﾜｰｸ(UMIN)への  
  登録、学会誌への公募掲載等 
 ・  個人業績評価結果の昇任・昇格・表彰等への反映 
 
○ 常勤職員の数 
 ・ ５年目終了時（平成２３年３月）１０３人  ※最終年度に管理部門で３人の追加削減 

 

○ 総人件費改革の取組状況 
 ・ 対基準年度で△２０．４％の削減 
    
 

 
 
 

 
  

H17(基準年度) H18 H19 H20 H21 H22 
給与、報酬等支給総額
（千円） 

1,015,390 986,960 1,010,187 984,799 900,933 808,295 

人件費削減率（％）（対
H17比） 

△2.8 △0.5 △3.0 △11.3 △20.4 



第６ その他業務運営に関する事項 

２ 施設・設備に関する計画 【評価項目２４】 

   登戸地区研究本館耐震改修工事  
２４ 

 
 
 
 
Ｈ20－Ｈ22 措置済み 

渡り廊下改修 
 
外壁防水塗装 
 
耐震改修 

 
H19措置済み 

 
人工環境室改修 

H20措置済み 

空調設備改修 
 
低温実験室改修 

H19措置済み RI実験室改修 

H18措置済み 電子顕微鏡室改修 

H18措置済み 非常電源装置改修 

H20措置済み 
 

統合生産システム安全性検証施設改修 
 
 
施工シミュレーション施設改修 

H19措置済み 超高サイクル疲労強度の解析施設改修 

H18－Ｈ19 措置済み 配管等爆発実験施設改修 

H19措置済み 静電気特性測定用恒温恒湿施設改修 

H18措置済み 電気設備改修 

H18措置済み 屋上防水改修 

措置状況 施設整備の内容 

H21－Ｈ22措置済み 
 

着手しないことを決定 
 

H2１措置済み 
 
H2１措置済み 
 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 中期目標期間 

Ａ (3.60)  Ａ (3.89)  B (3.37)  B (3.00)  B (3.00) B (3.37) 

○ 計画的な施設・設備の整備  
 ・ 中期計画及び年度計画に沿った計画的な施設・設備の整備 

 ・ 経費節減の観点から、生物棟の空調設備改修工事を見送り 

 ・ 競争入札の徹底による経費の節減（５年間で約２億円の節減） 

 
  

H18 H19 H20 H21 H22 

 
予算額（千円） 

 
397,763 

 
396,000 

 
250,620 

 
248,476 

 
230,868 

 
決算額（千円） 

 
394,972 

 
350,657 

 
234,675 

 
114,526 

 
230,708 

 
差額（千円） 

  
2,791 

 
45,343 

 
15,945 

 
133,950 

 
160 
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